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研究成果の概要（和文）： 
 本研究は，発展途上国において劣悪な環境で希少金属を採掘している人びと（スモールスケ

ールマイナー）を対象にした環境保全教育ツールのプログラムを開発することである． 

研究過程では，アジア地域での文化人類学的調査，既存の教育ツールの収集と評価，国際機

関を利用したワークショップなどでの成果報告と評価分析を実施した．研究期間内に 4 回のコ

ロキウムの開催，国際会議での 5 回の口頭発表を行った．発表した論文は研究チーム全体で 21，

著作は 2 つを数えている． 

 
研究成果の概要（英文）： 
 

In developing countries in Asia, Africa and Latin America, many poverty stricken people 
engage themselves in small scale mining. They are exposed to such risks as environmental 
deteriorations, contaminated waters, poor living conditions and health hazards.  

This study is intended to produce educational tools that could be of use for those small scale 
miners to learn how they could participate in environmental protection. For this purpose, a series of 
anthropological researches were made in Mongolia, the Philippines and India for data collection. 
The data were analyzed for the development of related tools.  

In the process of this study, four colloquiums were held in Bangkok, Thailand and Tokyo, 
Japan. Five papers were presented in the international conferences in Indonesia, Mongolia, Brazil, 
Kyrgyzstan and Mozambique on top of 21 academic papers and two books. 
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１．研究の背景 

アジア諸国をはじめとする発展途上国の

鉱産地帯で稚拙な道具を用いて金をはじめ

とする希少金属を採掘する活動であるスモ

ールスケール・マイニング（small scale 

mining)では,採掘や練金の活動が従事者自

身の健康や，住環境に深刻な問題を与えてい

る．自らの活動が環境に与える負荷をかなり

低く見積もっており,環境や健康に対する意

識の低さが事態を悪化，長期化させていると

推定される． 

行政担当者には,この種の環境リスクを当

事者に伝え,状況を改善する必要性は認識さ

れていたが,従来の手法は欧米型に偏ってお

り，汎用性は高くはなかった.また，導入を

試みる行政官は，鉱山開発などの専門家であ

ることが多く,社会・人文科学系の手法を習

得しているわけではなかった.研究チームで

は,フィリピンやベトナムで行政官を対象に

したワークショップを開催し,教育ツールの

紹介を試みた.その過程で,より汎用性の高

い住民参加型のプログラム開発の要望が求

められるようになった. 

２．研究の目的 

以下の3課題について，研究期間内に明らか

にすることを目的とした．これらは,研究開始

段階で解決しておくべき課題だったものであ

る. 

(1) アジア地域に適したプログラム開発をす

るために必要な文化人類学的調査を行っ

た. 

(2) これらの地域で利用可能な住民参加型プ

ログラムを開発し，試行した上で評価を

行った． 

(3) 上記評価に基づき，アジア各地で利用可

能なように，標準的な手続きを示して公

表する. 

 

３．研究の方法 
 研究の遂行にあたっては以下のように役

割分担をした．それぞれ統括責任者と分担者

が独立して作業を行うが，年度途中で成果発

表を含む会合を持ち，情報の交換と相互の作

業の質の向上を図った． 

(1)文化人類学的調査 

鈴木は，住民参加型プログラムの開発の

ため，アジア･オセアニア地域での環境保

全計画導入についての資料および経験を

すでに持っているインドとオーストラリ

アで資料の収集と必要な基礎調査を行う．

インドでは，デリー大学（環境研究大学院）

を拠点した．オーストラリアは発展途上国

の対極の事例として取り上げる．ここでは

鉱業産業の先進国として，少数派先住民を

中心として展開されている生活改善計画

の中で伝えられている情報と，その伝達方

法，および住民の生活の変化に関わる情報

を集めることを目的とする． 

(2) 住民参加型プログラムの検討 

吉川は，既存の住民参加型プログラムにつ

いての検討を行った．ことに，実施の頻度

の高いワークショップ形式のプログラム

を中心に資料収集を行い，成功例，失敗例

の分析を行った． 

(3) 環境保全計画導入の事例の検討 

  村尾は，本務として海外との情報交流を

主業務とする職務に就いていることから，

海外の環境保全計画の導入事例の情報収

集と分析を行った．ベストプラクティスの

事例はもちろんだが，失敗事例の検討も行

うことによって，本研究課題で提案する環

境保全計画の原案に生かす．また，専門の

地質学の立場から，住民説明用の資料の作

成を行った．  

 

3．研究結果 

研究会・コロキウムの開催 

研究会 

平成 19(2007)年 7 月 4 日 慶應義塾大学.

参加者,鈴木,吉川,村尾. 

コロキウム 

平成 20（2008）年 2 月 22 日 タイ王国資

源庁,参加者,鈴木,村尾 

S. Suzuki(2008)  Tools for Participatory 
Programmes of Community 
Development(CCOP - DMR - Shizuoka 
University Colloquium) ，  Department of 
Mineral Resources (DMR) Bangkok, Thailand 
平成20(2008)年 10月10日 静岡大学東京

事務所「スモールスケールマイニングに関す

る国際動向とわが国の今後の対応」 

発表者・村尾 



 

 

産総研・CCOP Asia-Pacific との共同開催 

  平成21(2009)年 10月30日 静岡大学東京

事務所「アジア太平洋の持続的可能性と鉱物

資源開発の役割」産総研との共同開催 

 発表者・村尾 

 
４．研究成果 

国際発表 

 平成 19(2007)年以来，以下の５つの口頭発

表（1 つのワークショップを含む）を国際会

議を通して行った． 

①Suzuki, S.and Kikkawa, T.(2009) Improving  
Awareness  on ICT Applications for Disaster 
Management, High Level Meeting by United 
Nations Economic and Social Commission for 
Asia and the Pacific(UN-ESCAP)  Feb. 
25-27, 2009, Bishkek, Kyrgyzstan 

② Suzuki, S.and Kikkawa, T.(2009) 
Improving  Awareness  on ICT 
Applications for Disaster Management, 
High Level Meeting by United Nations 
Economic and Social Commission for 
Asia and the Pacific(UN-ESCAP) 
Feb.25-27,2009, Bishkek, Kyrgyzstan 

③ Suzuki, S. and Kikkawa, T.(2008) 
Mediating Conflicts Through Dialogues: 
another means of integrating differences, 
8th Annual CASM 
Conferences(Oct,6-12,2008), Brasilia, 
Brazil 

④ Suzuki, S.and Kikkawa, T.(2007), 
FACILITATING THE DIALOGUE 
CONCERNING THE RISK-Bridging the Gap 
of Perceptions about the Risk between the 
administrators and the locals,7thAnnual CASM 
Conference, Sept.8-12,2007, Ulaanbaatar, 
Mongolia 

⑤Suzuki, S.and Kikkawa, T.(2007) Knowledge 
into Action: enhancing the awareness of 
self-help as a means of disaster loss reduction, 
International Seminar, Earthquake and 
Tsunami Risk and Hazard Management for 
Resilient Community, Geological Agency, 
Ministry of Energy and Mineral Resources, 
Indonesia, April 2-3, Jakarta, Indonesia 
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（研究代表者，研究分担者及び連携研究者に
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